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柏崎刈羽原発６号機 

制御棒が制御できない 
  

東電柏崎刈羽原発で再稼働が予定されている６号機で制御棒１本が

引き抜けないトラブルが発生しています。原因解明はこれからです

が、東電は何もわからないうちに、当該の１本について予備品と交換

して健全性試験を続けるとし、勝手に 10月中に試験は終わるとの見

通しを示しています。制御棒が制御できないという深刻な事態に際

し、原因究明よりも再稼働を優先する姿勢は許せません。 

 

◆再稼働予定の６号機で制御棒が制御できないトラブル 

東電によると、8月 25日に、６号機の健全性確認を行う中で、原子

炉内の核分裂を制御する制御棒の駆動機構に不具合が生じ、制御棒１

本が全挿入の位置から引き抜くことができなくなり、このため、６号

機の再稼働に向けた安全確認作業が完全にストップしました。 

６号機の制御棒駆動機構は電動駆動（７号機も同様、他は油圧によ

る駆動）です。東電によると、トラブル発生後、電動駆動による挿

入・引抜き操作などを実施したが動かず、電動駆動部を取り外して

「ボールねじ」と呼ばれる部分を、ジャッキを使って直接上下させた

ところ、9月 20日にひっかかりが解消したとのことです。制御棒を引

き抜くためには、一旦少し挿入する必要があります。引き抜くことが

できないのは、何らかの原因で固着し、挿入も引抜きもできないとい

うことです。 

 

◆原因が判明しないまま勝手に「10 月中旬には健全性確認完了」 

今後について東電は、9月 25日の柏崎刈羽原発所長の記者会見にお

いて、当該の制御棒駆動機構については予備品と取り換え詳細調査を

行う、運転圧でのスクラム検査などの健全性確認を行い制御棒の動作

に問題がないかを確認する、原子炉圧力容器漏えい確認について、当

該箇所のみ再実施するとし、そのうえで「調査結果を踏まえた新たな

対応がなければ」との注釈をつけながら、勝手に 10 月中に試験は終

わるとの見通しを示しています。マスコミも 10月中旬にも再稼働の

準備が整うと報道しています。 
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フクロウの会（福島老朽原発を考える会）のブログ…http://fukurou.txt-nifty.com/fukurou/ 

●フクロウの会は放射能汚染や事故の心配が

なく、放射性廃棄物を生み出さない社会、す

なわち原発のない社会をめざして首都圏で活

動を続けてきた団体です。 

●残念ながら福島で重大な事故が起きてしま

いましたが、事故による人々の被ばくが少し

でも少なく抑えられるよう事故直後から情報

提供、放射能測定プロジェクト、国や自治体

への働きかけなどの活動を行ってきました。 

●そんなフクロウの会の様々な活動を支える

ための会員・サポーター・資金カンパ募集中

です。ご協力いただけますと幸いです。 

【カンパ送り先】 

●ゆうちょ銀行からの振替 

・口座記号番号 

00130-9-655439 

・口座名称（漢字） 

福島老朽原発を考える会 

・口座名称（カナ） 

フクシマロウキュウゲンパツヲカンガエル

カイ 

●他の金融機関からの振込 

・銀行名＝ ゆうちょ銀行 

・金融機関コード ９９００ 

・店番 ０１９ 

・預金種目 当座 

・店名 〇一九 店（ゼロイチキユウ店） 

・口座番号 ０６５５４３９ 

フクロウの会 

（福島老朽原発を考える会） 
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◆原因究明と全ての制御棒駆動機構についての点検が先 

制御棒は原子炉の核分裂を制御するためのもので、緊急時にはこれを挿入すること

により、核分裂をとめなければなりません。制御棒が制御できないということは、原

子炉の安全上あってはならないことです。 

今回は１本の制御棒でのトラブルでしたが、他の制御棒駆動機構は大丈夫なのでし

ょうか。再稼働に向けた作業をとめて総点検が必要ですが、総点検を行うためにも、

制御棒が動かなくなった原因究明が行われなければなりません。原因究明よりも再稼

働を優先する姿勢は許されません。今一度、柏崎刈羽原発再稼働反対の声をあげまし

ょう！ 

 

 

 

原発避難問題 

屋内退避では被ばくを十分に防ぐことはできない 

 

原子力規制委員会は屋内退避の運用について、9月に原子力災害対策指針を改定しまし

た。特徴は、これまでは避難するまでの一時的な防護措置として位置づけられていた

「屋内退避」を、無条件に実施すべき防護措置とすることにあります。「避難のための

屋内退避」から「避難ではなく屋内退避」への転換です。屋内に閉じ込め、住民に被ば

くを強要するものです。 

しかも、屋内退避中の防護措置をなにもしないのです。マスクも防護服も配布しな

い、安定ヨウ素剤の配布・服用もなし、住民の被ばく管理もなし、それどころか一時的

な外出を許し、それを必要な防護措置と言い張る始末です。屋内の放射能が増えます

が、測定すらしません。 

原発から 5km 圏の PAZについて、改定案は、放射能放出前の即時避難の原則は変

わりませんが、自然災害との複合災害時に道路の閉鎖等により避難ができない場合

に、自宅などでの屋内退避を許容しています。100mSvを超える被ばくのおそれがあ

ります。能登半島地震により、複合災害時には現状の避難計画では指針が要求する被

ばく防護ができず、屋内退避すらできない現実が突きつけられました。柏崎刈羽原発

周辺は豪雪地帯です。豪雪により身動きがとれなくなるだけでなく、天候が回復した

後も、道路の除雪を待つ間、長期間にわたり避難ができない恐れがあります。これに

対して規制委は、避難計画の見直しではなく、指針を緩めて、住民に深刻な被ばくを

強いるやり方を選択したのです。 

 

原子力災害対策指針改正案 

https://www.da.nra.go.jp/view/NRA100010843?contents=NRA100010843-004-009  

では屋内退避による被ばく低減効果はどれほどのものなのでしょうか。原子力規制委員会は説明会の場など

で被ばく低減効果を強調します。しかし、規制委が設置した屋内退避に関する検討チームの会合に提出され
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た資料や内閣府原子力防災担当が実施した被ばく防護についての報告書などを丹念にみると、そうではない

ことが明らかになります。 

 

◆原子力規制委員会の評価では木造家屋でわずか 25％減 

2024年、規制委が設置し、指針改定に関わる検討を行った屋内退避に関

する検討チームの資料には、規制委が 2014年に IAEA（国際原子力機関）

や EPA（米国環境保護庁）などの知見を参考に行った被ばく線量の試算が

あります。屋内退避により、全身の被ばく線量（実効線量）について、木

造家屋で概ね 25％減、コンクリート建屋で概ね 50％減との結果でした。コ

ンクリート建屋でも半分しか減らないのです（右図）。 

屋内退避の運用に関する検討チーム第１回会合資料「屋内退避について」 

https://www.da.nra.go.jp/view/NRA100001253?contents=NRA100001253-002-003 

 

◆内閣府（原子力防災担当）の評価では非コンクリート造で半減 

内閣府（原子力防災担当）は規制庁とエネ庁の混成で、避難計画の策定支援を行ってい

ますが、ここが規制委とは別に行った評価（2023年「原子力災害時の防護措置－放射線

防護対策が講じられた施設等への屋内退避－」）では、屋内退避により、コンクリート

造では 81％減、非コンクリート造で 55％減となっています。非コンクリート造には、木

造家屋だけでなく、鉄骨造も含まれます。同じ内閣府が行った 2021年の暫定評価では、

木造家屋では内部被ばくの低減効果が 33％しかないとの評価結果が大きく報道され、問

題になりました。2023年の報告書で低減効果が増したのは、放射性ヨウ素が壁面の水分

に吸着する効果を考慮したためとあります。それでも非コンクリート造では半分程度し

か低減しないことになります。 

原子力災害時の防護措置－放射線防護対策が講じられた施設等への屋内退避－ 

https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/shiryou/pdf/02_okunai_zantei_r5.pdf 

 

◆屋内の線量が屋外よりも高くなる 

内閣府の評価には、「放射性プルーム通過後の換気による被ばく線量低減効果」という評価が含

まれており、プルーム（放射能雲）通過後はなるべく早く換気した方が、被ばく低減効果が高いと

の結果が示されています。プルーム通過後は屋外よりも屋内の方が、線量が高くなるのです。 

改定指針は屋内退避中の外出を許していますが、放射能が付着したほこりが入ることにより内部被

ばくの危険性が高まることは、福島第一原発事故において、掃除機にたまったほこりの測定結果から明らか

になっています。屋内退避を止めて避難に切り替えなければなりません。 

プルームが収まらずに屋内の線量があがるケースもあります。改定指針には「プルームが長時間又は断続的

に到来し屋内退避場所への屋外大気の流入により被ばく低減効果が失われた懸念がある場合等には、国と地

方公共団体と緊密な連携を行いながら、避難への切替えを判断し指示することになる」との文言がありま

す。しかし、避難計画では屋内退避の室内の放射能測定や住民の個人の被ばくを管理することはしません。

プルームが通過しても次がいつ発生するかは予測がつきません。屋内退避を継続することにより、深刻な被

ばくが強いられるおそれがあります。 
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◆放射性防護対策施設は万能ではない 

内閣府の報告書には放射線防護対策施設（右図：報告書にある模式図）

の評価が含まれています。施設には外気をフィルタで放射能を低減して室

内に送る陽圧化装置が付いています。コンクリート造で陽圧化装置がある

場合、被ばくは 92％低減する結果となっています。報告書の副題に－放

射線防護対策が講じられた施設等への屋内退避－とあるように、放射線防

護対策施設の効果をアピールするものになっています。 

施設は原発から 10km 圏で国がお金を出して整備されてきました。新潟

県では豪雪により集落が孤立する可能性があるとして、範囲を 30km圏に拡大しています。しかし、現状で

は、避難ができない要支援者を収容する想定をしているため、集落が孤立した場合には収容人数が圧倒的に

足りないという問題があります。そのうえ、施設は万能ではないのです。 

まず、施設が効果を発揮するのはコンクリート造で陽圧化装置がうまく作動した場合に限られます。地震

により壁にき裂が入る、窓枠がずれるなどして室内の圧力が保てなくなると機能が失われます。能登半島地

震では、志賀原発近傍のいくつかの施設で装置の機能が確認できませんでした。また、柏崎刈羽原発の近傍

の宮川地区にある放射線対策防護施設は鉄骨造であり、低減効果は内閣府試算で 66％でしかありません。い

ま各地で、体育館内にエア・テントを張る簡易的な陽圧化装置の導入が検討されていますが、これについて

も効果は限定的であると思われます。 

 

◆放射性防護対策施設のフィルタでは放射性希ガスが除去できずかえって危ない 

さらに、施設のフィルタでは放射性希ガスが除去できないという問題があります。屋内退避の検討チーム

は、安全装置（フィルタ付ベント）が機能した場合の原発事故シミュレーションを実施しました。フィルタ

により、セシウム 137の放出量は福島第一原発事故の１千万分の１に抑えられる想定でしたが、それでも、

原発近傍では 100mSvを超える被ばくの可能性があるとの結果となりました。原因は放射性希ガスでした。

（下表：TBqテラベクレル＝兆ベクレル） 

 

 セシウム 137 放射性希ガス 被ばくの影響 

福島第一原発事故推定 10,000TBq   

規制委 2014 年試算 100TBq 6,100,000 TBq 5km圏で 100mSv 超 

2025 年試算ベント実施ケース 0.00081 TBq 6,300,000 TBq 1.5km圏で 100mSv 超 

 

規制委 2014年試算（緊急時の被ばく線量及び防護措置の効果の試算について） 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11118514/www.nsr.go.jp/data/000047953.pdf 

規制委 2025年試算 

https://www.da.nra.go.jp/view/NRA100005285?contents=NRA100005285-002-003 

 

フィルタ付ベントというのは、原発事故時に放射能を含むガスを意図的に放出するための装置で、フィル

タを通すことにより少しでも被ばくを減らそうとするものです。しかし、放射性希ガスはフィルタではとれ

ません。ベント実施時に大量の放射性希ガスが放出され、それが原発近傍住民に深刻な被ばくをもたらすの

です。放射線防護対策施設に設置されたフィルタでもとれません、それどころか、フィルタに外気を積極的
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に取り込むため、一般の施設よりもかえって被ばくの度合いが高くなることが内閣府の報告書に記されてい

ます。 

原子力災害時の防護措置－放射線防護対策が講じられた施設等への屋内退避－ 

https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/shiryou/pdf/02_okunai_zantei_r5.pdf 

上記報告書 P12の図４（右図）は、セシウム 137で 100TBq の放出という、

規制委 2014年試算と同じ条件で放射能が放出される事故について、屋外での

被ばくを 100％としたときの屋内での被ばくの寄与度合いを示しています。放

射性希ガスはフィルタをすり抜け、体内に取り込まれることもないので、屋内

の空間から受ける放射線による外部被ばくが問題になります。グラフの水色が

それにあたります。RC造でも非 RC造でも一般建屋に対して放射線対策防護施

設は、全体の線量は下がっていますが、水色に限れば２％に比べて３％と 1.5

倍に増えています。フィルタ付ベントの場合、屋内退避した人に被ばくをもたらす原因のほとんどが放射性

希ガスになると考えられます。それが 1.5倍になるのは無視できないと思われます。このように屋内退避で

は十分な被ばく低減効果は期待できないのです。 

 

 

 

汚染土再利用は新たな段階に 

「理解醸成」は受け入れ先関係者対象－市民の意見無視が露わに 

 

政府・環境省は汚染土再利用の本格的推進に向け新たな段階に入りました。5月に政府は官房長官を議長

として全ての大臣からなる「再生利用等推進会議」において「推進に関する基本方針」を決めました。新た

に立ち上げた「技術検討会」の第一回会合では汚染土の呼称を「復興再生土」とすることに決めました。こ

れでは「復興再生土の復興再生利用」という無内容で非論理的な規定となり、実態をますます分かりにくく

してしまいます。7月末、総理大臣官邸の前庭に汚染土を埋め、その上に 20㎝程度の覆土、芝生で覆いまし

た。使用された汚染土はわずかに 2㎥、もともとあった芝生庭に、こんもり盛り上がる「再生利用」箇所

は、何の必然性も必要性もありません。メディアはこれを何の疑問も批判もなく、政府発表そのままに一斉

に「初の再生利用」と報道しました。9月半ばには経産省、環境省・財務省合同庁舎等でも工事が始まって

います。 

 

市民の多くが放射能バラマキを容認？－誤解を誘うような記事 

放射能バラマキにおいても、新たな戦時体制ともいえる状態になっています。政府にと

っての「敵」は放射能汚染の再拡散に拒否感を持つ圧倒的多数の一般市民と、放射能拡散

と低線量被ばくの危険性を警告する少数の科学者や市民団体・個人です。いまや「風評加

害者」という言い方は一般的となり、かつての「非国民」と同様の役割をはたしていま

す。そんな中、共同通信が 9月はじめに注目すべき記事を配信しました。「首都圏 8都

県の住民に対して、自分が住む自治体に、東京電力福島第 1原発事故に伴う除染土の最

終処分場や、除染土を再利用した広域公園が建設される仮定で賛否を尋ねた結果、受け入

れてもよいと答えた人の割合は最終処分より再利用の方が高かった」というものです。こ
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こだけを読むと再利用が支持されているかのようですがよくその先を読むと、これは産総

研などの研究チームが 23年 8月に行った調査で、「反対」「どちらかといえば反対」は

最終処分が計 69.3％、再利用が計 62.6％だったとしています。つまり「土の放射性セシ

ウム濃度 8000Bq/㎏と設定」しても、アンケート対象者のほぼ三分の二は、自分の住む

自治体に除染土の最終処分場や再利用施設ができることに反対なのです。普通に報じるな

らどちらも反対が多かったという書き方になるのではないでしょうか。

それなのに、なぜはじめに「受け入れてもよいと答えた人の割合は最終処分より再利用の

方が高かった」と書かれているのか？対象者がネット調査会社のモニター登録者であるこ

と、この調査が２年前であり何故このような古い調査結果を 25年９月に流したのか？など

いろいろ疑問は残ります。「多数の国民が再利用を容認している」と誤解させるための提

灯記事とさえ思えます。 

 

「理解醸成」活動も新たな段階に対応して変質 

私たちは、環境省の結論ありきの「理解醸成」活動に反対してきました。環境省が国際的にも理解を得た

とお墨付きにする「IAEA（国際原子力機関）の最終報告」においても、関係者との「コミュニケーションの

重要性」が強調されています。ところが環境省はこの部分を「理解醸成」と意図的に言葉をすり替えている

からです。環境省は ALPS汚染水の海洋放出の時に行ったような公聴会を一切行わないまま、省令改正をし

ました。そして若者をターゲットに、中間貯蔵施設の見学ツアーやお笑い芸人、若者に人気のタレントなど

を活用してのイベントなどを繰り広げてきました。 

冒頭に書いたように、省令改正、ガイドライン策定、全閣僚会議などを通じて、形式的

には推進の形が整った現在、この「理解醸成」活動にも変化が生じています。対象を一般

市民、若者など中心に継続するとしているものの、汚染土再利用の受け入れ先（実施者）

となる省庁・自治体関係者を対象にした、「実施主体側」への働きかけを強めていくこと

が明記されています（「県外最終処分に向けた これまでの取組の成果と 2025 年度以降

の進め方」2025年 3月）。 

 

メディア公開のイベントで参加者の録画・録音を禁止する「理解醸成」という不思議 

8月末から 9月初めにかけて「県外最終処分に向けた環境省の取組についてのパネルディスカッション」

というイベントが福島、東京で行われました。これはこうした、新たな段階の「理解醸成」活動の一環とし

て行われました。福島でも東京でも会場は 50名程度、しかもどちらも、実際の参加者は 30－35名程度で、

ビジネスマン風の方が多く、一般市民はごくわずかでした（9月 6日の東京会場は 100名程度で若い人が多

かった模様）。福島はコラッセふくしま、東京会場は大手町サンケイビルという一等地で大きな会議場もあ

る中で、一番小さな会議室でした。 

イベント開催時に「録画・録音は禁止」との注意がなされました。これに対して東京会場ではフロアか

ら、メディアも取材に来ている公開のイベントで「何故録音禁止なのか」との意見が出ました。その人に環

境省職員が近づき「環境省として責任を持って録画している、それは後日全て公開する、環境省と違うもの

が出ては困る」と理屈にならない説明をしていました。 

イベントが進行するにつれ、この「理解醸成」イベントが前節で述べたような、「各省庁、受け入れ先」

対象向けの「理解醸成」であることが明らかになりました。一等地を使って少人数しか集まらない（集めな
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い）のは、このイベントが、汚染土再利用に批判的な立場の人の参加をシャットアウトし、とにかく再利用

の実績を作ることを最優先する受け入れ先対象者向け「理解醸成」の場であったのです。 

 

「放射線防護の専門家」が公式の場でウソ説明の連発 

「安全性について」と振られた長崎大学教授高村昇は、外部被ばくの話しかしません

でした。しかもここで、決定的なウソの説明をしました。「土壌に対して遮蔽のない、

遮らない状態で働いたとして、1 年間あたりの被曝線量が 1ミリシーベルトを十分に下

回る量であるというのが、この 1㎏あたり 8000Bq という量の基準になるんですね」と

説明したのです。省令改正のパブコメ時の、環境省検討WGの試算は「作業は鉄板を敷

き詰めた上で行う」「作業員は重機に載って作業する」という、現実にはあり得ない前

提でのシミュレーション結果であり、それは高エネルギー加速器研究機構名誉教授であ

る黒川慎一名誉教授の検証結果をもとに多くの市民が批判した点であったのです。 

高村はこのほか「健康影響が出るのは 100ミリ Sv以上」「100ミリで閾値がある」「自分の物差しを持

つことが必要」など、不勉強なのか確信犯なのか、言いたい放題の説明をしました。「専門家」として、こ

のような発言をくり返す責任は重大です。関西出身で大熊町に移住してキウイ栽培を目指すという 20代の

原口氏まで「自分の物差しを持つ」などと述べたのです。これに対してフロアから、「呼吸で粉塵吸入で内

部被曝している可能性がある、尿検査をした方が良い」とのアドバイスが出ました。原口は「私もガイガー

カウンター（ママ）を付けていまして年間このくらい」と答えました。「それは外部被ばくの話でしょ」と

の指摘に、「内部被曝に関しては私が例えば地元で取れたものを測ってみてそれで何ベクレルというものが

出れば自分の中で計算して自分の中の基準を持っている」と答えました。フロアから「（吸入被ばくは）測

っていないじゃないか。私はあなたの被ばくを心配している」、「自分の物差しを持つ」というが、それは

まずい、との指摘が出ました。 

専門家の高村昇はこれに対して、「内部被曝も計算している。セシウムは特定の臓器に

溜まらない、代謝され尿から排泄される」と、吸入による放射性セシウム微小粉塵が肺胞

に長く沈着するという議論を意図的に食品接種による内部被曝に捻じ曲げた説明をしまし

た。高村は安全性の説明の冒頭で「セシウムは土壌に非常にくっつきやすいという性質が

ある」「土にカッチリとつきますから、例えば井戸水なんかにも出てこない」と発言して

いるのです。そうであれば、なおのこと、水に溶けにくいセシウム粉じんを吸入した時の

内部被曝の危険性について語らなければならないのに、そこを捻じ曲げて説明するという

のは、「悪魔の科学者」そのものです。 

 

「助け合いで解決することが必要」と環境省中野参事官 

再生利用の必要性について環境省の中野参事官は「この課題というのは一つ助け合いで解決するところが

必要なのではないかというのが、この県外最終処分の課題」と説明しました。フロアから「感情論はやめて

くださいよ」、「環境省は環境を守るんじゃないんですか。感情論で、みんなで分かち

合うのですか」との意見にたいしても、「はい私はそう思います」と堂々と答えたので

す。フロアから「再生利用は後出しじゃんけん、地権者も聞いていない。なぜ最初に説

明しないのかこれは詐欺」という意見に対して、中野は汚染対処特措法の基本方針の中

で「そうした再生利用についても検討するようなことは考えられておりました。」と説
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明しました。フロアから「それを最初に説明しなかったのは何故か」という当然の質問が出たところで、フ

ァシリテーターが割って入り「今、地権者がということがありましたけれども質問の中に、地権者の方とど

ういうコミュニ・・（ママ）地権者の方は国に売られている方もいるということですよね。あと実際今持っ

ていらっしゃる方もいらっしゃる。」と別の話題へと転向させ助け舟を出しました。 

冒頭で「録画・録音は禁止」とするのもむべなるかな、です。 

  

各地での運動の強化で再生利用を実質的に止めていこう 

汚染土再利用の危険性の議論を避けるために環境省がひねり出した「復興再生土の復興再生利用」という

陳腐な表現にこそ、彼らの弱点が象徴されています。彼らは、これまでの法体系や被ばく防護の体系と矛盾

する議論を避けたいのです。科学的にも、法的にも整合性の取れない、汚染土再利用の問題点について宣伝

し、ストップをかけていきましょう。 

 

 

首相官邸前の「復興再生利用」の状況 

－首相官邸 HPより 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講師依頼受付中 
通信に載っているこの話、もっと詳しく聞いてみたい！学習会を開催したい！ 

そんな時もお気軽にお問い合わせください 

お問い合わせ先は下記をご覧くださいね 

 

 
フクロウの会 会員・サポーター募集中 

会費 会員 6000円/年  サポーター1000円以上/年 

集会でのスタッフやパンフ作成のご協力など一緒に活動していただける方を募集しています 

お問い合わせ・お申し込み先 TEL：03-5225-7213 FAX：03-5225-7214  

   Email：fukurounokai@gmail.com  


